
 

 

事業事前評価表 

 

国際協力機構 アフリカ部アフリカ第二課 

１．案件名（国名） 

国名：ガーナ共和国 

案件名：貧困農民支援（2KR） 

The Food Security Project for Underprivileged Farmers 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における農業セクターの現状と課題 

ガーナ国の農業（主要輸出品目がカカオ、木材）は GDP の約 30%(2010 年)、全労働人口

の 56％(2006 年）を占める基幹産業である。全国土面積（2,385 万 ha）のうち、農耕が可

能な土地は約 57％（1,362 万 ha）であるが、実際に耕作が行われている土地はそのうち約

57%(784 万 ha)に過ぎず、また灌漑面積は全国土の 0.12%、農耕地に占める割合でも 0.2%

の 3 万 ha であり、更なる農耕地の拡大の余地が残されている。ガーナ国の全農家の約 90％

は 2ha 以下の農地で農業を営む小規模農民であり、これらの小規模農民が全農業生産額の

80％以上を生産しているといわれている。これらの農民は主に穀物等の食用作物を生産す

る農家であるが、多くが天水に依存し、人力による伝統的かつ非効率的な農法を用いてお

り、トウモロコシやコメ等の主要食用作物は可能収量の半分以下と非常に生産性が低く農

業の近代化が求められている。またガーナ国では、コメを除く主要穀物、イモ類及びプラ

ンテーンについては自給を達成しているが、コメは国内生産量の不足分を輸入により賄っ

ている。特に一人当たりのコメ消費量については、ここ 10 年間で 140％以上増加している

が、コメの自給率は 41％と低く、輸入米への依存は依然として高い水準にあり、外貨節約

のためにも国産米の増産が喫緊の課題となっている。 

(2) 当該国における農業セクターの開発政策における本事業の位置づけと必要性 

ガーナ国の貧困削減戦略である GPRSⅠ、GPRSⅡに続いて 2011 年に策定された「ガーナ

成長と開発アジェンダ（GSGDA）」において、収入源、雇用機会、食糧安全保障及び外貨収

入源として農業セクターは最重要課題に位置づけられており、農業セクターの近代化によ

るパフォーマンスの改善が謳われている。また農業セクターの開発戦略である「第 2 次食

糧農業分野開発計画（FASDEPⅡ）」（2007 年-2012 年）及びそれに基づき策定された「中期

農業分野投資計画（METASIP）」(2011 年-2015 年)では、コメを重点食糧作物の一つとし、

また 6 つの開発目標の一つである「食糧安全保障と緊急食糧備蓄」の中で農業の機械化に

積極的に取り組む方針を打ち出している。加えて、2009 年には「アフリカ稲作振興のため

の共同体（CARD）」イニシアティブのもと、稲作振興戦略（NRDS）を策定している。これら

から、小規模稲作農民の農業機械へのアクセス改善を目指す本事業は、同国の農業政策に

合致するものであると考えられる。 

(3) 農業セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の対ガーナ国農業・農村開発支援の柱は、長きにわたって灌漑農業振興であった。

1988 年の専門家派遣を皮切りに、一貫して持続的な灌漑農業の振興を目指し、ガーナ灌漑 

開発公社（GIDA）をカウンターパート機関として、無償資金協力や技プロ、JOCV 派遣を 

通じ、営農技術指導を中心に継続的な協力を行なった。様々な援助スキームによる集中的



 

 

な支援の結果、ガーナ国灌漑セクターにおける参加型施設管理（灌漑開発センター、モデ

ル灌漑地区、農民組織）と人材育成（GIDA 職員、農民）において、インパクトを与えたと

いえる。ガーナ国政府との対話を通じ、我が国の協力は国産米振興を重点開発課題として

取り上げることとし、貧困農民支援無償（2KR）が再開され、稲作振興を目的として耕耘機

や精米機などがコメ生産地に供与された。また、小規模稲作農家の所得向上と国産米の生

産･消費拡大のための具体的な方策の策定を目指した｢コメ総合生産･販売計画調査｣（2006

年度）を実施し、2009 年度からは本事業の対象地域に含まれる（ノーザン州、アシャンテ

ィ州）にて技術協力プロジェクト「天水稲作持続的開発プロジェクト(2009 年～2014 年)」

が開始され、改良技術パッケージと営農システムから成る持続的天水稲作開発モデルの普

及を目指している。 

 他方、国際農林水産業研究センター（JIRCAS）により、「アフリカ向け水稲・陸稲遺伝資

源の評価と生産安定化に向けた技術開発」、「アフリカ天水低湿地におけるアジア型低コス

ト水田基盤整備モデルの開発」、「アフリカにおける土壌肥沃度改善検討調査」、「稲作推進

条件整備調査」、「アフリカ低湿地における低投入稲作技術の開発」等の研究事業が実施さ

れている。 

(4) 他の援助機関の対応 

カナダ国際開発庁(CIDA) は METASIP の実施に向けて、SFASDEP（Support for FASDEP）

によるセクター財政支援を実施している（2009 年から 2013 年の 5 年間で 1 億 10 百万 USD

の拠出）。同じく、世銀も AgDPO (Agriculture Development Policy Operation)において、

セクター財政支援を実施している（2011年から2013年の3年間で1億57百万USDの拠出）。 

 アフリカ開発銀行(AfDB)と国際農業開発基金(IFAD)は、コモディティチェーンの確立、

農業インフラの拡充、農業金融へのアクセス拡大を目的に、協調融資による NRGP（Northern 

Rural Growth Program）を実施している。ドイツ国際協力公社(GIZ)は、農村部で生産され

る農業産品、畜産品への付加価値を高めることを目的にMOAP（Market Oriented Agriculture 

Programme）を実施している。 

コメ･セクターへの主な支援としては、フランス開発庁(AFD)によるコメ栽培面積の拡大

を目的とする RSSP（Rice Sector Support Project）が実施されている。また、USAID の

Feed the Future イニシアティブのもと実施される ADVANCE プロジェクト（Agricultural 

Development and Value Chain Enhancement）では、コメ、メイズ、大豆を対象として、バ

リューチェーンアプローチによる農業収益の向上に取り組んでいる。 

３．事業概要  

(1) 事業の目的 

本事業は、ガーナ共和国が農業機械を調達するための資金を供与することにより、貧困

農民による稲作の生産性向上に寄与する。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

主にガーナ共和国 6 州（アッパーウェスト州、アッパーイースト州、ノーザン州、ボル

タ州、グレーターアクラ州、アシャンティ州） 

(3) 事業概要 

1) 調達対象品目 

乗用トラクター（74 台）、乗用トラクタースペアパーツ（74 セット）、ディスク・プラ



 

 

ウ（74 台）、ディスク・ハロー（74 台）、トレーラー（74 台）、歩行用トラクター（100

台）、ロータリーティラ―（100 台）、トレーラー（100 台）、代掻き用鉄車輪（100 台）、

米脱穀機（9台）、刈取機（9台）、籾摺り精米機（10 台） 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

調達監理 

(4) 総事業費/概算協力額 

総事業費 3.20 億円（概算協力金額（日本側）：3.20 億円） 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2013 年 1 月～2014 年 1 月を予定（G/A 署名年月から検収・引き渡しまで） 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

食糧農業省 農業機械サービス局（AESD） 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類 Ｃ 

② カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」(2010 年 4 月公布)に掲げる影

響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望

ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

2) 貧困削減促進 

小規模農民・貧困農民グループを主要なターゲットとして販売することを予定してい

る。また賃耕サービスにより、個別貧困農家による裨益は高い。 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）

特になし。 

(8) 他事業、ドナー等との連携・役割分担： 

AESDは、中国やブラジルの資金協力による農業機械の投入を予定しており、我が国は、

こうした他ドナーの協力による農業機械化の進捗について引き続き留意し、役割分担

を進めていく。 

またガーナ国では、食糧農業省主導の下、これまで約100カ所の民間ベースの農業械化

センター(AMSEC)が設立されている。我が国は今後、「小規模農家機械化促進」個別専

門家を派遣する予定で、このAMSECの体制強化、人材育成を通じ、農業機械化を進める

本事業を補完する。 

(9) その他特記事項： 

 調達された農業資機材の販売については、新聞、ラジオなどのメディアや各県の農業普

及員を通じた情報提供により小規模農民/農民グループに伝えられ、それを受け、購入を希

望する小規模農民・農民グループは県・州の農業局へ申請し、農業資機材を受け取る。 

 

対象地域への肥料運搬が治安や気象災害の要因により妨げられない。 

 

 

「貧困農民支援」（2009 年度）の評価結果から、以下の 2点の課題が指摘されている。 

４. 外部条件・リスクコントロール 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 



 

 

(1)純性のスペアパーツの調達・供給の遅れや、農民による安価な非正規のスペアパーツの

利用、不適切な消耗品の交換等により、結果的に農業機械の耐用年数の低下、修理・メン

テナンス費用の拡大につながっている。本事業においてはトラクターに限り、今後調達す

るスペアパーツを農業機械の販売業者側が管理し、購入者に対する一定期間の初期無料メ

ンテナンスと併せてスペアパーツ交換を行うこととしている。 

(2)農業機械の使用法についても、農繁期には農業機械の無理な運転が行われていることが

指摘されている。農業機械に関するトレーニングは、業者による販売の際にサービスとし

て実施されるのが一般的であるが、それだけでは必ずしも十分ではないことが AESD より指

摘されている。AESD は既に農業機械のオペレーターを対象としたトレーニングを実施して

おり、今後そうしたサービスを強化していく意向であるが、本事業の実施に際しては日本

側より協議会（コミッティ）等を通じて適宜その進捗を確認する必要がある。 

６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

(1) 妥当性 

・ 本事業は、２．(1)(2)に記載の通り、同国の政策に沿って、コメの生産増に必要な農

業機械化の促進に貢献するものである。 

・ 本事業は、２．(3)に記載の通り、稲作振興を重点課題として取り組む我が国の援助方

針に合致する。 

・ ３．(2)の主な対象州は特に稲作が盛んであり、2010-2011 年における作付面積の伸び

率においてポテンシャルの高い地域であり、機材を投入する対象地域として妥当であ

る。 

(2) 有効性 

本協力対象事業の実施により農業機械が調達・販売されることで、以下の効果が見込ま

れる。 

1) 定量的効果 

① 圃場の耕起、均平等、農地整備に要する単位面積当たりの作業時間が短縮される。 

② 稲作耕作地が増加する。 

③ コメの単位収量が増加する。 

④ コメ生産量が増加する。 

⑤ コメの質（砕米の減、夾雑物の減）が向上する。 

2) 定性的効果 

① 農業機械を用いることにより、人力よりも深く耕起することが可能になり、その結

果、抑草効果が高まる（雑草防除の手間の軽減）、根の入りが向上する、土中への酸

素の供給促進、土壌の保水力向上等の効果により、高収量化に寄与することが期待

される。また、適切な収穫期に農業機械を用いることにより、収穫ロスの低減に寄

与することが期待される。 

② 圃場の耕起から収穫までの作業に従事している女性の労働負荷が軽減し、家事や他

の現金収入活動等に従事する時間を確保することが可能になる。 

③ 農家の販売するコメが、市場競争性を高める。 

  なお、効果の確認にあたっては、気象条件の変動、適切な販売、適切な利用、適切な管



 

 

理について考慮する必要がある。                     以上       


